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セスが従来 異 ってきたことが技術革新を促進する活動 あり方に大きな影響を及ぼし いる。従来、技術革新といえば大企業が所有する研究開発の実験室 いうような組織のなかで進められる閉ざされた活動の性格が強かった。しかし、今日では対照的に、技術革新活動はより開かれたものにな
てきている。すなわち技術革新が民間企業、大学そして研究機関のような複数の組織間の協働を通じて達成されるようになっているのである。このような傾向は、現在の技術革新が技術面でかなり複雑で、かつ多くの学問分野にまたがっていることを考えると当然のことと理解できよう。その結果、組織を越えた協働の必要性によって知識と技術革新 ネットワーク形成の重要性 強調されるようになってきた。 そして、 経済 グロバル化とともにそのネットワーク組織も地球規模 広がりをみせているのである（
























































































































































































































特許を取得するようになる。この時期、これらの分野でもっとも特許の申請が盛んであった。一九九〇年代、 中国の技術特化は「分離、混合技術」に移り、生産 加工技術に係わってきている。そして二〇〇〇年代にはいると 中国は 「電子回路、情報伝達」 分野 活発化している。他の分野に比べての分野は中国でもっとも強 技術分野であり、それだけを取り上げても中国居住者に与えられる特の二〇％を占めている。　
つぎに、図
3において韓国居住
者の技術特化の傾向につ て注目しよう。一九七 年代、 韓国は 「照明、蒸気発電、暖房」および「有機化学、殺虫剤」 領域で群を抜いていた。一九八〇年代、日本や中国とは対照的に韓国の技術特化は一九七〇年代と比べて劇的な変化を見るこ になる 七代に「電子部品、半導体」の分野で韓国居住者に対し 特許が認可されることはなかったが、一九八〇年代にはこの分野が主導的 技術分野として躍り出ることになった
⑷。 これについで 「ディスプレイ、
情報記憶装置、器械」 、 「電子回路情報伝達技 」の分野が続く。これらの三つの分野での特許の取得
が韓国居住者に与えられた特許総数の四七％を占めている。このような変化から、韓国では電子、情報伝達、そして情報技術の分野において急速な産業発展が進んだことが明白である。　
一九九〇年代の韓国の有力な特
許分野は一九八〇年代と同じである。即ち、 「電子部品、半導体」次いで「ディスプレイ、情報記憶装置、器械」 、 「電子回路、情報伝達技術」である。しかし、これら三分野が全体に占める割合は確実に増加しており その比率は五七％である。このことから、他の国に比べて韓国居住者への特許これら三つの分野によ 集中していることが分かる。さらに二〇〇〇年代にはいると韓国の技術特化は変化が見ら る。 「電子部品、半導体」の首位 不変であ ものの、二位以下 「電子回路、情報伝達技術」そして「測量、光学撮影」 、 「ディスプレイ 情報記憶装置、器械」という順番になる。これら四分野が韓国居住者 特許取得数の六〇％近くを占めるようになるのである。このことはこの一〇年間の間に韓国の技術力が強化されたことを物語っている。　
技術特化の特徴を詳細に調べる
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